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１ 男女共同参画について 

学校教育，職場，家庭生活など，各分野における男女の平等感 

◆ 最も男性が優遇されていると感じられているのは，「社会の慣習やしきたり」 

◆ 男女の意識の差が大きいのは，「家庭生活」，「法律や制度」，「地域活動」 

 
  

男性の方が優遇

16.3

14.3

17.8

61.2

58.4

63.5

48.0

30.5

61.1

37.0

27.1

44.6

73.8

68.3

78.9

42.9

32.5

50.1

60.3

52.9

66.2

平等

58.4

62.2

56.2

18.2

20.3

16.5

31.9

43.6

23.2

34.1

45.6

26.7

12.1

17.7

8.4

36.1

47.4

29.1

26.8

36.9

19.6

女性の方が優遇

3.8

5.5

2.8

7.9

11.6

5.5

9.8

14.5

6.7

8.4

9.9

7.1

3.2

3.8

2.4

6.8

10.2

4.1

0.8

0.6

1.0

わからない・無回答

21.4

18.0

23.2

12.7

9.6

14.5

10.4

11.3

9.0

20.5

17.5

21.6

10.9

10.2

10.4

14.3

9.9

16.7

12.1

9.6

13.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

男性

女性

全体

男性

女性

全体

男性

女性

全体

男性

女性

全体

男性

女性

全体

男性

女性

全体

男性

女性

学
校
教
育

職
場

家
庭
生
活

地
域
活
動

社
会
の
慣
習
や
し
き

た
り

法
律
や
制
度

政
治
へ
の
参
加

政治への

参加

地域活動

社会の

慣習や

しきたり

法律や

制度

学校教育

職場

家庭生活

全体：N=859 

男性：N=344 

女性：N=491 
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「男は仕事，女は家事・育児」という考え方 

◆ 「反対」が過半数で，「賛成」は約３割である。 

◆ 「反対」が男女ともに前回より増加している。 

 

 

 

一般的に女性が職業をもつことについて 

◆ 「子どもができてもずっと職業をもつ方がよい」が男女ともに最も多い。 

 

賛成

33.3

37.3

41.3

44.1

28.4

32.4

反対

54.1

46.5

47.1

40.4

59.3

50.9

わからない・無回答

12.7

16.2

11.7

15.5

12.5

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

(N=859)

前回

(N=1,091)

今回

(N=344)

前回

(N=438)

今回

(N=491)

前回

(N=640)

全
体

男
性

女
性

A

1.2

1.2

1.2

B

3.6

3.8

3.3

C

5.0

7.0

3.7

D

43.2

41.0

45.2

E

31.1

30.5

31.8

11.4

11.6

11.4

4.6

5.0

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(N=859)

男性

(N=344)

女性

(N=491)

A: 女性は職業をもたない方がよい

B: 結婚するまでは職業をもつ方がよい

C: 子どもができるまでは，職業をもつ方がよい

D: 子どもができてもずっと職業を続ける方がよい

E: 子どもができたら職業をやめ，大きくなったら再び職業をもつ方がよい

F: その他

G: わからない・無回答

F G

全体 

男性 

女性 
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政策・方針を決定する場に男女が平等に参画していくために必要なこと 

◆ 「家事や子育てなど家庭内での責任を男女がバランスよく分かちあう」が最も多い。 

 

 

42.4

11.4

35.6

51.6

16.3

15.5

11.6

25.5

37.5

2.8

1.7

5.3

45.9

12.8

31.7

45.3

16.9

20.3

10.2

25.6

39.5

3.8

1.7

4.7

40.1

10.8

38.5

55.2

15.7

12.4

12.8

26.1

37.1

2.2

1.6

5.5

0% 20% 40% 60%

男女の意見を等しく政策・方針に反映

していくことの大切さを広く啓発する

審議会などの女性委員の目標比率を

設定し，それを達成する

家庭・地域・職場など日常的な場での

男性優位の意識や実態を解消する

家事や子育てなど家庭内での責任を

男女がバランスよく分かちあう

女性の学習・研修・能力開発の

機会を充実させる

男性が男女共同参画について学ぶ

講座などの学習機会を充実させる

女性の活動を支援する

ネットワークづくりを促進する

女性自らが政策・方針を決定する

場に参画することに関心や積極性を持つ

組織のトップから男女共同参画に

関する意識を変える

その他

特別な取組は必要ない

わからない・無回答

全体 (N=859) 男性 (N=344) 女性 (N=491)

＜複数回答＞ 
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職場での待遇の男女差 

◆ 不当な差があるとした項目では，「男性は育児休業・介護休業が取りづらい」が最も多

い。 

 
 

38.3

20.8

14.8

7.9

4.8

13.2

15.4

16.1

3.0

34.3

6.9

15.8

43.9

18.6

14.8

13.7

5.2

14.5

13.4

18.3

1.2

39.5

7.6

11.0

35.4

22.0

14.7

4.3

4.7

12.6

16.7

14.9

4.3

31.4

6.3

18.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

男女間に不当な差ははい

募集・採用時の差別がある

女性は責任のある仕事をまかされない

など，配置上の差別がある

残業を男性にさせるという雰囲気が

あり，結果的に賃金や昇進に有利である

男性と女性が同じ教育・訓練を

受けられない

同じ仕事でも男女で賃金が異なる

同等の実力・実績があっても男女で

昇進・昇格時期が異なる

女性は結婚・出産を機に退職するという

雰囲気がある

（気に入らないという理由で解雇される

など）女性の雇用が安定していない

男性は育児休業・介護休業が取りづらい

その他

無回答

全体 (N=859) 男性 (N=344) 女性 (N=491)

＜複数回答＞ 
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２ 「真のワーク・ライフ・バランス」について 

「真のワーク・ライフ・バランス」の実現度 

◆ 過半数の人が「真のワーク・ライフ・バランス」を実現できている。 

 

 

※ 真のワーク・ライフ・バランス………京都市では，仕事と，家庭生活などの私生活だけでなく，町内会

の活動やボランティア活動などの「地域活動や社会貢献」も含めて，いきいきとした暮らしを送ること

を“真のワーク・ライフ・バランス”と位置付けています。 

  

実現できている

52.2

46.2

51.5

46.4

53.0

46.0

実現できていない

29.4

43.3

30.5

43.0

29.3

43.5

わからない

11.6

9.6

11.3

9.6

11.4

9.6

無回答

6.9

0.9

6.7

0.9

6.3

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

(N=859)

前回

(N=1,111)

今回

(N=344)

前回

(N=446)

今回

(N=491)

前回

(N=665)

全
体

男
性

女
性

全体

男性

女性
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「真のワーク・ライフ・バランス」を実現するために必要な取組 

◆ 「育児休暇，介護休暇，短時間勤務制度，フレックス勤務などの制度が，社員に積極的

に活用されるような環境づくり」と答えた人が最も多い。 

 

28.1

36.2

24.7

37.5

32.6

15.5

20.0

6.9

16.2

8.1

3.8

12.6

32.0

42.2

25.6

33.7

26.7

10.8

14.8

6.4

18.3

9.6

5.2

13.4

25.9

32.8

24.6

41.1

37.3

19.1

23.8

6.9

15.1

7.3

3.1

10.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

「真のワーク・ライフ・

バランス」の考え方の周知

仕事の効率化や，残業削減，

有給休暇取得の促進など，

働き方の見直し

育児休暇，介護休暇，短時間勤務

制度，フレックス勤務などの，

社員が働きやすい制度の充実

育児休暇，介護休暇，短時間勤務制度，

フレックス勤務などの制度が，社員に積極的に

活用されるような環境づくり

子育てや介護を社会的に支援する

施設・サービスの充実

家事，育児，介護などの分担

仕事は夫，家庭のことは妻，という

ような固定的な考え方の廃止

男性が家事，育児，介護などの

技能を高められるような

講習会実施や情報提供

地域活動やボランティア活動などへの

参加のきっかけづくり

「真のワーク・ライフ・バランス」

実践例の共有

その他

無回答

全体 (N=859) 男性 (N=344) 女性 (N=491)

＜複数回答＞ 
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３ 配偶者・パートナーからの暴力について 

どのような行為を暴力と思うか 

◆ ほとんどの項目で「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が高い。 

 

A

75.4

77.9

64.6

81.3

74.3

88.0

90.8

60.5

72.9

66.0

53.0

37.6

70.3

B

18.2

15.4

25.1

11.4

16.2

3.7

1.5

29.7

18.7

26.0

34.7

44.7

18.5

C

0.8

0.6

3.8

0.9

2.9

1.5

1.2

3.4

1.7

1.9

5.6

11.2

4.8

D

5.6

6.2

6.4

6.4

6.6

6.8

6.5

6.4

6.6

6.2

6.8

6.5

6.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

手でぶったり，足でける

物を投げつける

なぐるふりをして，おどす

いやがっているのに

性的な行為を強要する

見たくないのに，ポルノビデオや

ポルノ雑誌を見せる

されたくないのに

裸の写真や動画を撮られる

撮られた裸の写真や動画を，

無断でインターネットに流される

何を言っても長期間無視を続ける

「誰のおかげで生活できるんだ」や

「かいしょうなし」などと言う

大声でどなる

相手の交友関係や電話，

メールをチェックする

金の使い道を細かくチェックする

生活費を渡さない

A: どんな場合でも暴力にあたると思う

B: 暴力にあたる場合もそうでない場合もあると思う

C: 暴力にあたるとは思わない

D: 無回答

N=859 
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施策の認知度 

◆ 「知っているものはない」が最も多い。 

◆ 知っている施策では「緊急一時避難（民間シェルターなど）」が最も多く，次いで，「住

民基本台帳の閲覧等の制限」，「ＤＶ専門相談やカウンセリングの実施（京都市ＤＶ相談

支援センター）」となっている。 

 

16.8

18.3

2.8

14.8

30.8

7.2

14.8

7.1

0.6

39.6

12.5

15.7

18.3

2.9

11.3

23.5

7.3

15.7

6.7

0.3

43.9

12.8

18.1

18.5

2.9

17.7

36.9

7.5

14.7

7.5

0.8

36.9

10.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ＤＶ専門相談やカウンセリングの実施

（京都市ＤＶ相談支援センター）

住民基本台帳の閲覧等の制限

相談証明書の発行

（提出先：年金事務所など）

住宅の設定

（母子生活支援施設への入所支援や

市営住宅優先入居の実施など）

緊急一時避難

（民間シェルターなど）

講演や講座の実施

（ＤＶ防止に関するシンポジウムや

自立支援講座の実施など）

啓発（ＤＶ相談啓発リーフレットの配布や

地下鉄車内ポスター広告など）

女性に対する暴力をなくす運動期間

（１１月１２日から２５日）における啓発

（京都タワーの紫色ライトアップや

区役所のパネル展示など）

その他

知っているものはない

無回答

全体 (N=859) 男性 (N=344) 女性 (N=491)

＜複数回答＞ 



 
 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市文化市民局共生社会推進室 

〒604-8101 

京都市中京区柳馬場通御池下る柳八幡町 65 

京都朝日ビル８階 

TEL（075）222－3091／FAX（075）366－0139 

京都市印刷物 第３１３２８７号 

この印刷物は，不要になりましたら，「雑がみ」としてリサイクルできます。コミュニティ回収や古紙回収などにお出しください。       

調査の概要 

調査対象：市内在住の満 18 歳以上の男女 3,000 人 

抽出方法：住民基本台帳から，行政区別・年齢層別・性別人口割合に応じた無作為抽出 

調査方法：郵送配布，郵送・インターネットのいずれかで回答 

調査期間：令和元年 12月 3 日～12 月 19 日 

有効回答数：859 人（有効回答率：28.6%） 

     （内訳）男性 344 人，女性 491 人，答えたくない 13人，性別不明 11人 


